
厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 

総括研究報告書 

 

 

   退院後の地域生活を見据えた切れ目ない診療モデルの普及と 

地域生活支援体制の構築に向けた研究 
 

代表研究者 伊豫雅臣（千葉大学大学院医学研究院） 

 

研究要旨 

１．研究目的 

本研究の目的は精神医療機関を対象とした調査を行い、「精神障害者にも対応した地域

包括ケアシステムの構築」に資する精神医療機関の最適な人的配置や地域との連携の普及

に向けた診療モデルの構築とそれを実現するための診療報酬への提案をすることである。 

２．研究方法 

令和 3年度に本邦の精神科救急入院料病棟（精神科救急病棟）を有する全国の医療機関

を対象に、各医療機関における多職種の配置や地域との連携に効果的な治療プログラムと

退院後の地域生活日数との関係を明らかとするためのアンケート調査を行なった。 

アンケート調査では、主要アウトカムとして対象施設の退院後 1 年以内の地域における

平均生活日数（地域平均生活日数）や人員配置、地域移行・地域定着に資する取り組みを

抽出した。また、千葉大学病院を対象に１年以上の入院を要したものの臨床特徴を調べ

た。 

３．研究結果及び考察 

対象施設 179 施設のうち 82 施設から回答を得た（回答率 45.2％）。主要アウトカムで

ある退院後１年間の地域における平均生活日数(地域平均生活日数)は、調査対象者全員

(n=3113人)では平均 329.8 日(標準偏差 73.2日)であった。過去の調査と比較すると精

神科救急入院料算定病棟を有する施設では、同指標が比較的長いことが明らかとなっ

た。 

精神科救急病棟における精神保健福祉士(PSW)の平均担当患者数は、地域平均生活日数

と負の相関を示し、平均在院日数と正の相関を示すことが明らかとなり、PSWの負担が

大きいと地域平均生活日数が短くなり、平均在院日数が長くなることが明らかとなっ

た。 

一方で診療モデルの構築のために人員配置等において限られた治療環境である精神科療

養病棟での地域移行・地域定着に向けた取り組みを把握する必要があることが明らかとな

った。 

千葉大学病院で１年以上の入院を要した者は治療抵抗例でクロザピンや修正型電気けい

れん療法が有効であった。また精神病症状を伴う躁病と統合失調症の鑑別を行うことによ

って症状が改善し退院に結び付けられる可能性が示唆された。 

４．結論 

精神科救急病棟及びそれを有する施設における地域移行と地域定着に関する指標は全国

平均に比べて極めて高く、精神保健福祉士の人員を加配し地域との連携を強化し、多職

種会議、ケア会議の実施に積極的であることが明らかとなった 
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１．研究目的 
近年の精神病院への新規入院患者の入院期

間は短縮傾向にあり、約 6 割以上が３ヶ月

以内に、約 9 割が１年以内に退院している。

しかしながら、新たに１年以上の入院とな

る患者のさらなる入院期間の長期化により

地域移行が困難になっていることと、退院

後早期の病状再燃により再入院した場合に

地域移行が困難となり地域定着につながら

ないため、新たに 1 年以上の入院の防止と

退院後１年以内の地域における平均生活日

数の増加が地域移行、地域定着の評価にお

いて重要な診療アウトカムの一側面である

と考えられる。平成 29 年 2 月の厚生労働省

の「これからの精神保健医療福祉のあり方

に関する検討会」では精神障害者が地域の

一員として安心して自分らしい暮らしがで

きるように「精神障害者にも対応した地域

包括ケアシステムの構築」を目指すことが

新しい理念として明確化された。これらか

ら新規入院患者の１年以内の退院率を極力

上昇させ、かつ入院後早期から退院後の地

域生活を見据えた地域での包括的ケアシス

テムとの切れ目ない連携体制を構築して再

入院予防や地域生活日数の増加を達成する

など地域定着を推進することが重要である。 
 精神科病床の地域移行支援体制を反映す

る指標の一つとして入院後 3 ヶ月時点、12
ヶ月時点退院率が挙げられる。全精神科病

床における入院後 3 ヶ月、12 ヶ月時点退院

率はそれぞれ 64％、87％である一方、精神

救急入院料病床では 79.2％、96％と長期入

院と比較的予防できている。 
そこで我々は精神科救急入院料病棟（以下、

精神科救急病棟）を有する施設で地域移行

のために行われている取り組みに着目し、

さらに地域移行と同時に行われている地域

定着支援の実態を把握することによって、

退院後の地域生活を見据えた切れ目ない精

神医療モデルを提案する。 
 
２．研究方法 
令和 3 年度に本邦の精神科救急入院料病棟

を有する全国 179 医療機関を対象に、各医

療機関における多職種の配置や地域との連

携に効果的な治療プログラムと退院後の地

域生活日数との関係を明らかとするための

アンケート調査を行なった。令和 4-5 年度

では、アンケート調査のデーター整理、統計

解析と、結果から入院の長期化防止および

長期入院患者に対する地域移行・定着を効

果的に実施していると考えられる施設を好

事例として抽出する。また、下記の①-⑥を

実施することによりアンケート調査では把

握できない入院中からの退院支援と退院後

の支援状況の詳細を調べる。（研究者略字：

伊豫 MI、木村 HK、渡邉 HW、新津 TN、

柳澤 YY、吉村 KY、小野 MO）  
① 入院の長期化の防止および長期入

院患者の地域移行、地域定着のための治療

プログラム調査の結果について統計解析と

考察(研究代表者：MI、研究分担者：MO) 
② 入院長期化患者の退院促進と好事

例施設の抽出に関する研究（研究分担者：

TN） 
③ 入院が長期化する治療抵抗性患者

に対する医療に関する調査（研究分担者：

TN） 
④ 好事例施設の精神科療養病棟にお

ける診療実績調査 (研究分担者：HK、YY) 
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⑤ 好事例施設の長期入院患者におけ

る治療プログラムについてのヒアリング調

査(研究分担者：HK、YY) 
⑥ 地域移行機能強化病棟における退

院支援についてのヒアリング調査 
診療モデルとハンドブック・パンフレット

等の作成(研究分担者：HW、KY) 
 
（倫理面への配慮） 
本研究①、④、⑤は横断研究であり、本研究

のためあるいは他の研究のために治療方法

や検査等による介入は行わず、担当医の判

断及び精神科病院に入院した患者それぞれ

の希望に基づき選択された通常診療が行わ

れた精神科病院の診療統計記録を用いて一

時点における病院診療統計や精神科病院の

取り組みを調査するものである。 
本研究は、千葉大学大学院医学研究院倫理

審査委員会で実施された倫理審査によって

①は 2021 年 9 月 29 日に承認を受け実施さ

れ(千大院研第 419 号)、④、⑤は 2022 年 11
月 14 日に承認を受け実施された(千大亥研

院第 839 号)。 
 
３．研究結果及び考察 
① 入院の長期化の防止および長期入

院患者の地域移行、地域定着のための治療

プログラム調査の結果について統計解析と

考察(研究代表者：MI、研究分担者：MO) 
対象施設 179 施設のうち 82 施設から回答

を得た（回答率 45.8％）。回答のあった施設

における精神保健指定医数や看護師数、精

神保健福祉士数、作業療法士数、公認心理師

数などはいずれも精神科医療施設の平均に

比べて 1.5-1.9 倍と多いことが示唆された。

入院カンファレンスは 70-90％、ケア会議

は 95％の施設で実施しており、地域移行・

地域定着に向けて入院中から多職種で積極

的に取り組んでいることが示唆された。ま

たクロザピン治療も 92.7%の施設で可能で

あり、治療抵抗性統合失調症治療にも積極

的に取り組んでいることが示唆された。 
主要アウトカムである精神科救急病棟に入

院し退院した患者(n=3,113)の地域平均生

活日数は、329.84 日(標準偏差、±73.15)で
あった。退院時病棟別では、退院時病棟が精

神科救急病棟 (n=2,409)では 333.25 日

(±68.91)、精神科急性期病棟(n=353)では

325.49 日(±68.86)、精神科療養病棟(n=133)
では 313.97 日(±98.50)であった。精神科救

急病棟を有する施設では地域平均生活日数

は、全国平均 310 日(令和元年度厚生労働科

学研究費補助金「地域の実情に応じた医療

提供体制の構築を推進するための政策研究」

（研究代表者；奈良県立医科大学今村知

明）)と比較すると長いことが明らかとなっ

た。精神科救急病棟と精神科急性期治療病

棟における３か月以内在宅移行率は 77％
を超え、診療報酬の規程の 60％準を大きく

上回っており、地域移行率が高いことが確

認された。精神科救急病棟に入院して精神

科救急病棟から退院した患者は 77.4％で精

神科急性期治療病棟からは 11.3％、精神療

養病棟からは 4.3％であった。全患者の平均

在院日数は 64.6 日であり、全国平均よりも

著しく短かった。 
診療報酬算定において人員配置、設備、入院

後 3 ヶ月時点退院率などの診療実績での高

水準の機能を求められる精神科救急病棟の

取り組みは、地域定着の指標の一つである

地域平均生活日数を延長させる可能性があ

る。 
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③入院が長期化する治療抵抗性患者に対す

る医療に関する調査（研究分担者：TN） 
千葉大病院精神神経科に１年以上を要した

患者の臨床的特徴明らかとすることを目的

として研究を行った。対象となる患者は 22
名（男性 11 人、女性 11 人）で、入院時年

齢は平均 33.8±14.3 歳（最年少は 13 歳、最

高齢 62 歳）であった。平均入院期間は

612.0±226.4日（最長1182日で）であった。

入院時主診断は統合失調症１５人、大うつ

病性障害２人、双極性障害１人、覚せい剤精

神病１人、注意欠陥多動性障害１人、自閉ス

ペクトラム症１人、強迫性障害１人であっ

た。退院時に診断が変更されたのは 54.5％
であり、統合失調症から双極性障害に変更

された者が最も多く 7 人（58.3％）であっ

た。16 人（72.7％）にクロザピンが導入さ

れたが、効果不十分のために 7 人（43.8％）

で中止され、その後診断変更された。修正型

電気けいれん療法（mECT）は 18 名（81.8％）

に施行され、3 人は維持 ECT となった。退

院先は自宅が 13 人（59.1％）、グループホ

ームが 4 人（18.2％）であり、5 名（22.7）
がグループホームへの退院を目的に転院し

た。退院後 9 人（40.9％）は退院後調査日

まで再入院はなく、10 人は１か月以内の短

期入院であった。長期入院例では診断変更

と変更された診断名に対する適切な治療を

行うことによって退院が可能な症例が多い

ことが示唆された。特に統合失調症という

診断で抗精神病薬治療が奏功しないときに

はまず精神病症状を伴う躁病など気分（感

情）障害を鑑別することが重要であること

が明らかとなった。 
 
４．評価（研究成果）                   

１）達成度について 
①入院の長期化の防止および長期入院患者

の地域移行、地域定着のための治療プログ

ラム調査の結果について統計解析と考察 
(研究代表者：伊豫)、③入院が長期化する治

療抵抗性患者に対する医療に関する調査の

統計解析と考察（分担研究者：新津）を実施

した。また分担研究で、②入院長期化患者の

退院促進と好事例施設の抽出に関する研究

の統計解析と考察（分担研究者：新津）、④

好事例施設の精神科療養病棟における診療

実績調査 の継続(分担研究者：木村)、⑤好

事例施設の長期入院患者における治療プロ

グラムについてのヒアリング調査(木村)の
継続 、⑥地域移行機能強化病棟の地域移行、

地域定着のための取り組みについてのヒア

リング調査とハンドブック・パンフレット

等の作成(分担研究者：渡邉)を実施した(図
1)。 
２）研究成果の学術的意義について 
 地域生活日数の向上に資する診療体制や

地域包括ケアにおける連携体制のポイント

が一部明らかとなった。またクロザピンや

修正型電気痙攣療法への反応が乏しい症例

の診断治療に関する研究の必要性が示唆さ

れた。 
３）研究成果の行政的意義について 
 多職種協働モデルに基づいた地域包括ケ

アの精神科医療モデルを提案することによ

り、現状の地域移行・地域定着を推進する施

策に直接反映できる。精神病床における平

均在院日数の短縮と退院後１年間の地域に

おける平均生活日数の増加には精神保健福

祉士の介入が関係していることが明らかと

なっており、診療報酬改定の根拠となる結

果が示唆された。 
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本研究は、新たな理念として明確化された

「精神障害者にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築」に向けた精神医療モデルを

確立することにより、地域移行・地域定着を

推進する施策に直接反映できる。 
４）その他特記すべき事項について 
 特になし。 
５．結論 
精神科救急病棟及びそれを有する施設にお

ける地域移行と地域定着に関する指標は全

国平均に比べて極めて高く、精神保健福祉

士の人員を加配し地域との連携を強化し、

多職種会議、ケア会議の実施に積極的であ

ることが明らかとなった。地域定着を見据

えた退院支援のより大部分の患者が早期に

退院し再入院を防げても、一部の患者は長

期入院や複数回の入院治療が必要となるこ

とがあり、その患者層の特性に応じた地域

移行と地域定着のための取り組みが十分期

間の必要である。そして、その取り組みを支

える診療報酬が必須である。 
 
 
 
図１ 令和 5 年度以降の研究の流れ 
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６．研究発表 
１）国内 
原著論文による発表       0 件 
口頭発表            6 件 
それ以外（レビュー等）の発表  2 件 
２）国外 
原著論文による発表       5 件 
口頭発表            0 件 
それ以外（レビュー等）の発表  0 件 
 
・学会発表 

・伊豫雅臣:セルフマネジメントを支え

る精神医学.2023.11.25第26回日本精神

保健・予防学会学術集会.千葉. 
・鈴木耕輔,新津富央,木村大,柳澤雄太,
小野まり奈,小松英樹,吉村健佑,渡邉博

幸,伊豫雅臣:New Long Stay の予防と地

域移行・定着に向けた全国調査―PSW
人員配置と診療アウトカム.2023.11.25
第 26 回日本精神保健・予防学会学術集

会ポスター発表.千葉. 
・木村大:地域包括ケアシステムにおけ

る 医 療 経 済 委 員 会 の 取 り 組 み . 
2023.10.12 第 12 回日本精神科医学会学

術大会.熊本. 
・木村大:精神科救急医療の地域定着に

資する取り組みと診療アウトカムの再

考. 2023.10.7 第 31 回日本精神科救急学

会学術総会シンポジウム.山口. 
・渡邉博幸：単科精神科病院での統合失

調症外来診療.2023.6.24 第 119 回日本

精神神経学会総会シンポジウム.横浜. 
・鈴木耕輔,新津富央,木村大,柳澤雄太,
小野まり奈,小松英樹,吉村健佑,渡邉博

幸,伊豫雅臣:精神科救急病棟における精
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厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 

分担研究報告書 

 

 

   退院後の地域生活を見据えた切れ目ない診療モデルの普及と 

地域生活支援体制の構築に向けた研究 
 

分担研究者 渡邉博幸 （千葉大学社会精神保健教育研究センター） 

      新津富央 （千葉大学大学院医学研究院） 

      木村大 （国際医療福祉大学医学部） 

      吉村健佑 （千葉大学医学部附属病院次世代医療構想センター） 

      小野まり奈（千葉大学医学部附属病院） 

      柳澤雄太 （学而会木村病院） 

 

 

研究要旨 

１．研究目的 

本邦の精神科救急入院料病棟（精神科救急病棟）を有する全国の医療機関を対象に、

各医療機関における多職種の配置や地域との連携に効果的な治療プログラムと退院後の

地域生活日数との関係を明らかとするためのアンケート調査(入院の長期化の防止およ

び長期入院患者の地域移行、地域定着のための治療プログラム調査(一次調査))を実施

し、抽出できている結果をもとに、本邦の長期入院患者の地域移行、地域定着を促進さ

れるために、精神科救急病棟に併設する精神療養病棟の取り組みを明らかとすることを

目的とする。 

２．研究方法 

１次調査の結果、長期入院防止および長期入院患者の地域定着に効果的な取り組み

を実施していると考えられる好事例を抽出する。さらに入院の長期化防止及び長期入

院患者の退院促進に有効な対策について、好事例施設を対象に診療実績調査とヒアリ

ング調査を実施する。 

３．研究結果及び考察 

好事例施設として 13施設を抽出した。抽出した 13の施設のうち 4 施設から主に精神療

養病棟を対象に診療実績調査及びヒアリング調査を実施することに承諾を得た。地域定

着を見据えた退院支援を実施している医療機関では、診療報酬算定基準で規定されてい

る人員配置では十分に支援を行うことができず、地域に受療ニーズに応じて人員を加配

している可能性がある。 

４．結論 

地域定着を見据えた退院支援のより大部分の患者が早期に退院し再入院を防げても、

一部の患者は長期入院や複数回の入院治療が必要となることがあり、その患者層の特性

に応じた地域移行と地域定着のための取り組みが十分期間の必要である。そして、その

取り組みを支える診療報酬が必須である。 
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１．研究目的 

平成29年2月の厚生労働省の「これからの

精神保健医療福祉のあり方に関する検討

会」では精神障害者が地域の一員として安

心して自分らしい暮らしができるように

「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築」を目指すことが新しい理念と

して明確化された。これらから新規入院患

者の１年以内の退院率を極力上昇させ、か

つ入院中から退院後の地域生活を見据えた

地域での包括的ケアシステムとの切れ目な

い連携体制を構築して再入院予防や地域生

活日数の増加を達成するなど地域定着を推

進することが重要である。 

そこで我々は地域移行の支援体制が整っ

ていると考えられる精神科救急入院料病棟

（以下、精神科救急病棟）に着目し、地域

移行と同時に行われている地域定着支援の

実態を把握することによって診療モデルと

なる取り組みを抽出するためにアンケート

調査を実施した（入院の長期化の防止およ

び長期入院患者の地域移行、地域定着のた

めの治療プログラム調査(一次調査)）。1次

調査では、精神科救急入院料算定病棟を有

する施設は、過去の調査結果と比較すると

平均入院日数が短く、退院後１年間の地域

における平均生活日数(地域平均生活日数)

が長いことが明らかとなった。 

分担研究では、精神科救急病棟で入院治

療を受けても入院期間が長期化する患者の

地域移行、地域定着が促進されるために、

精神科救急病棟に併設する精神療養病棟を

対象に調査を実施する(2次調査)。精神療

養病棟を退院した患者の地域平均生活日数

が長い施設を好事例施設とし抽出し、好事

例施設の精神科救急病棟での取り組みとと

もに精神療養病棟での効果的な地域移行・

地域定着に資する取り組みを把握し、「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築」に資する精神医療機関の最適な人

的配置や地域との連携の普及に向けた診療

モデルを提案する。 

 

２．研究方法 

・ 入院長期化患者の退院促進と好事例施

設の抽出に関する研究 

・ 好事例施設の精神科療養病棟におけ 

診療実績調査  

・ 好事例施設の長期入院患者における治

療プログラムについてのヒアリング調

査 

一次調査によって明らかとなった主要ア

ウトカムである対象施設の退院後1年以内

の地域における平均生活日数（地域平均生

活日数）や人員配置、地域移行・地域定着

に資する取り組みの結果から好事例施設を

抽出する(表１)。精神科救急入院料算定病

棟に併設されている精神科療養病棟の入院

患者の背景と入院治療および退院後の治療

アウトカムを明らかとすることを目的と

し、好事例施設の精神療養病棟を対象に診

療実績調査及びヒアリング調査を実施する

(表２、３)。 

 

・ 地域移行機能強化病棟の地域移行、地

域定着のための取り組みについてのヒ

アリング調査 

長期入院患者に対する地域移行に特化した

地域移行機能強化病棟の患者層や退院支援

の取り組みを好事例施設で同病棟を有する

施設を対象にヒアリング調査を実施する。 

 

・ 入院が長期化する治療抵抗性患者に対
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する医療に関する調査 

治療抵抗性精神疾患患者を転入院で受け入

れて入院治療を行っている千葉大学病院精

神神経科を対象に、千葉大学病院に長期入

院（原則１年以上）となった患者に対する

診療方法とその入院の転帰について調べ

る。そのことにより、治療抵抗性精神疾患

患者に対する有効な診療方法について検討

する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は横断研究であり、本研究のためあ

るいは他の研究のために治療方法や検査等

による介入は行わず、担当医の判断及び精

神科病院に入院した患者それぞれの希望に

基づき選択された通常診療が行われた精神

科病院の診療統計記録を用いて一時点にお

ける病院診療統計や精神科病院の取り組み

を調査するものである。 

本研究は、千葉大学大学院医学研究院倫理

審査委員会で実施された倫理審査によって

2022年 11月 14日に承認を受け実施された

(千大亥研院第 839 号)。 

 

３．研究結果及び考察  

・ 長期入院患者の退院促進と好事例施設

の抽出に関する研究 

・ 好事例施設の精神科療養病棟における

診療実績調査  

・ 好事例施設の長期入院患者における治

療プログラムについてのヒアリング調

査 

・ 地域移行機能強化病棟の地域移行、地

域定着のための取り組みについてのヒ

アリング調査 

好事例施設として13施設を抽出した（表

４）。抽出した13の施設のうち精神療養病

棟を有する3施設(崇徳会田宮病院(新潟

県)、復康会鷹岡病院(静岡県)、学而会木

村病院(千葉県))と、地域移行機能強化病

棟を有する聖泉会聖十字病院(岐阜県)から

診療実績調査及びヒアリング調査を実施す

ることに承諾を得た。 

ヒアリング調査では精神療養病棟の主な

入院患者の疾患または病状の特徴は施設に

より異なり、クロザピン治療が必要な治療

抵抗性統合失調症患者やクロザピンを導入

したが耐性不良のため同治療を継続できな

い治療抵抗性統合失調症や強度行動障害を

有する患者、暴力傾向、自傷傾向、認知症

が挙げられた。一方で、「入院3ヶ月を超え

る患者」「退院後3ヶ月以内の再入院患者」

であることは共通していた。 

また包括的支援マネジメント導入基準項

目のうち「自分一人で地域生活に必要な課

題（栄養・衛生・金銭・安全・人間関係・

書類等の管理・移動等）を遂行することに

重大な問題がある（家族が過剰に負担して

いる場合を含む）」が好事例施設4施設の精

神療養病棟及び地域移行機能強化病棟の患

者の退院阻害に最も関係する因子であるこ

とが共通していた。好事例施設では重度の

精神症状に対する高度先進医療とともにセ

ルフケア能力が低下によって生じる複数の

日常生活動作の支障に対して多面的な日常

生活支援が求められていた。 

人員配置は4施設全てで精神保健福祉士を

精神療養病棟入院料の施設基準の一要件で

ある精神保健福祉士の人員数より多く配置

していた。また、各施設の患者層の特徴に

応じて、専門職の人員を補充し、治療また

は地域移行、地域定着に関係する支援プロ

グラムを運用していた。例えば、田宮病院

では強度行動障害に対しては看護師と作業

療法士を補充し、治療同盟が強固となった



4 
 

病棟看護師が退院前訪問と退院後6ヶ月間

の訪問を実施していた。鷹岡病院では高齢

者又は認知症患者に対しては作業療法士と

理学療法士の介入を強化していた。また個

別作業療法や作業療法士主体での疾患教育

プログラムが充実していた。木村病院では

多職種カンファレンスで退院阻害因子と地

域定着阻害因子を特定し必要に応じて個別

治療チームを編成し入院の長期化と再入院

の予防に取り組んでいた。また行政や近隣

グループホームからの依頼で入院した主病

名に発達障害圏が併存する若年層の患者に

対し、精神保健福祉士の人員数を精神科救

急病棟と同等にして臨床心理士による介入

を強化していた。聖十字病院では、入院後

早期と精神科救急、急性期病棟から地域移

行機能強化病棟への転棟前後で、患者本人

と主治医、精神保健福祉士、作業療法士、

薬剤師、栄養士が参加する多職種カンファ

レンスを実施していた。入院治療を経験し

た地域で暮らしている患者を病棟に招き、

地域での様子についてインタビュー形式で

情報提供が行われていた。退院前には退院

準備プログラムの運用や個別の外出支援が

実施され、退院前後には自宅環境の整備や

社会資源の利用申請などに患者本人に病棟

スタッフが付き添って支援していた(表

５)。 

 

好事例施設では、地域定着を見据えた退

院支援を実施するために、診療報酬算定基

準の人員配置では十分に支援を行うことが

できず、地域に受療ニーズに応じて一部の

専門職を加配している。加配された専門職

を中心に多職種カンファレンスや地域援助

事業者を含めたケア会議が複数回開催さえ

ていた。加配された専門職による退院前訪

問により地域定着が強化されている可能性

がある。さらに、地域移行、地域定着の阻

害因子を、評価ツールを用いて特定し、プ

ログラムを実施し効率化を図って退院支援

をすることによって医療者の人手不足への

対応を講じている可能性がある。 

 

４．評価（研究成果）                   

１）達成度について 

１次調査によって回収されたデータの一

部統計解析が行われ、すでに得られている

結果から好事例施設の抽出が終了した。 

好事例施設 4 施設の調査が終了した。 

 

２）研究成果の学術的意義について 

 精神科救急病棟で実施されている既存の

種々の医療技術、福祉資源を組み合わせた

取り組みの実態とその成果から好事例施設

を抽出することによって、精神科救急急性

期入院治療における診療モデルを提案でき

る。さらに精神科救急病棟で入院治療を受

けても入院期間が長期化する患者が地域移

行し、地域定着するための取り組みから、

退院後の地域生活を見据えた切れ目ない精

神医療モデルを提案することが可能とな

る。 

 

３）研究成果の行政的意義について 

 本研究は、新たな理念として明確化され

た「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築」に向けた精神医療モデルを

確立することにより、地域移行・地域定着

を推進する施策に直接反映できる。 
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４）その他特記すべき事項について 

 特になし。 

５．結論 

地域定着を見据えた退院支援のより大部

分の患者が早期に退院し再入院を防げて

も、一部の患者は長期入院や複数回の入院

治療が必要となることがあり、その患者層

の特性に応じた地域移行と地域定着のため

の取り組みが十分期間の必要である。そし

て、その取り組みを支える診療報酬が必須

である。 
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表１.好事例抽出基準 

1) 施設全体の地域平均生活日数が長い精神科救急入院料算定病棟を有する施設 

2) 施設全体の地域平均生活日数が長く、精神療養病棟を有する施設 

3) 施設全体の地域平均生活日数が長い施設で精神科療養病棟を運用している施設のうち、同病棟で地

域移行、地域定着に向けた積極的な取り組みを実施している施設 

4) 退院時病棟が精神科療養病棟の場合の地域平均生活日数が長くかつ地域移行、地域定着に向けた積

極的な取り組みを実施している施設 

5) 精神科地域移行機能強化病棟で地域移行、地域定着に向けた積極的な取り組みを実施している施設 

 

表２.好事例施設の有する精神科療養病棟の診療実績評価項目 

基本情報 

精神療養病棟の病棟数、病床数 

入院後の状況 

2021 年度入院患者数（転棟を含めない） 

2021 年度精神療養病棟への転棟数 

平均年齢、性別、主病名 

2021 年 6 月 30 日時点在院患者の平均入院日数 

包括的支援マネジメント導入基準該当者数 

退院後の状況 

2021 年度退院患者数 

2021 年度退院患者の退院先 

2021 年度退院患者の福祉サービス活用状況 

 

表３.好事例施設の有する精神科療養病棟を対象としたヒアリングの調査項目 

施設全体の取り組み 機能別病棟間の人事異動 

 施設全体の講習会 

入院・外来治療プログラム 多職種プログラム（疾患、薬物、支援の情報提供）の実態 

 社会生活技能訓練の提供方法の実態 

 認知機能リハビリテーション提供方法の実態 

 認知行動療法提供方法の実態 

 セルフモニタリング、クライシスプランの提供方法の実態 

 就労・就学支援提供方法の実態 

 その他の取り組みの提供方法の実態 

専門職による地域移行・定

着への取り組み 

 

精神保健福祉士 精神保健福祉士 1 人当たりの受け持ち長期入院患者数 

 長期入院患者の退院支援における院内外との連携 

 退院支援における取り組み 

作業療法士 作業療法士 1 人当たりの受け持ち長期入院患者数 

 個別作業療法実施率 

 退院支援における取り組み 

心理士 心理士 1 人当たりの受け持ち長期入院患者数 

 退院支援における取り組み 

看護師 退院支援における取り組み 

高度専門治療等 入院後 3 ヶ月以降の診断名変更率 

 治療抵抗性統合失調症(TRS)率 

 TRS へのクロザピン導入率 
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 クロザピン導入後退院患者の再入院率、退院後地域生活日数 

 ECT 治療後の再入院率、退院後地域生活日数 

 その他、退院支援における積極的な治療体制と専門治療 

 

表４ 好事例施設の抽出結果 

・地域平均生活日数が長い施設 

 

 

・退院時病棟が精神科療養病棟の場合の地域平均生活日数が長くかつ地域移行、地域定着に

向けた積極的な取り組みを実施している施設 

 

 

・施設全体の地域平均生活日数が長い施設で精神科療養病棟を運用している施設のうち、同

病棟で地域移行、地域定着に向けた積極的な取り組みを実施している施設 
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当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



令和 6 年 3 月 14 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人千葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長代行 
                                                                                      
                              氏 名 中谷 晴昭      
 

   次の職員の令和 ５ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）               

２．研究課題名  退院後の地域生活を見据えた切れ目ない診療モデルの普及と地域生活支援体制の構築に 

向けた研究（21GC1011）   

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・特任教授                   

    （氏名・フリガナ） 吉村 健佑・ヨシムラ ケンスケ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 千葉大学大学院医学研究院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



令和 6 年 3 月 14 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人千葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長代行 
                                                                                      
                              氏 名 中谷 晴昭      
 

   次の職員の令和 ５ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）               

２．研究課題名  退院後の地域生活を見据えた切れ目ない診療モデルの普及と地域生活支援体制の構築に 

向けた研究（21GC1011）   

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・精神保健福祉士                 

    （氏名・フリガナ） 小野 まり奈・オノ マリナ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 千葉大学大学院医学研究院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 


